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問１ 

 ＣＦＰ認定者にとって業務を行ううえで留意しなければならないのが、関連業法等の順守です。以

下の設問Ａ、Ｂについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。 

 

（問題１） 
 

（設問Ａ）以下は特定非営利活動法人日本ファイナンシャル・プランナーズ協会（以下「協会」という）

が定めた「ＣＦＰ認定基準規程」の抜粋である。文章の空欄（ア）～（ウ）にあてはまる

語句の組み合わせとして、正しいものはどれか。 

 

 

（ＣＦＰ認定者の初期認定要件） 

第２条 ＣＦＰ認定者は、ファイナンシャル・プランナーとして高度な専門的知識と経験に裏付

けされた技能、さらに高い職業倫理を備える必要があり、初めてＣＦＰ認定を受けよう

とする者は、次の各号のすべての要件を満たしていることを要する。 

一 第３条に定める「教育要件」を満たしていること 

二 第４条に定める「試験要件」を満たしていること 

三 第５条に定める「経験要件」を満たしていること 

四 第６条に定める「（ ア ）」を満たしていること 

 

（教育要件） 

第３条 協会が実施するＣＦＰ資格審査試験（以下、ＣＦＰ試験）を受験しようとする者は、

次の各号のいずれかの方法により、協会が定める学習内容を履修していることを要する。 

一 協会の認定するＡＦＰ認定者にあっては、（ イ ）による。 

二 前号以外の者にあっては、協会が指定した大学院等での所定の課程を修了することによる。 

 

（経験要件） 

第５条 ＣＦＰ認定を受けようとする者は、ファイナンシャル・プランニングに係る実務経験を

（ ウ ）年以上有していることを要する。 

 

１．（ア）資格要件 （イ）必要単位の取得 （ウ）３ 

２．（ア）資格要件 （イ）自己の学習   （ウ）２ 

３．（ア）倫理要件 （イ）必要単位の取得 （ウ）２ 

４．（ア）倫理要件 （イ）自己の学習   （ウ）３ 
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（問題２） 
 

（設問Ｂ）著作権法に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

１．新聞または雑誌に掲載された社会上の時事問題に関する論説（学術的な性質を有するもので

はない）は、利用を禁止する旨の表示がない場合であっても、他の新聞または雑誌に転載す

ることはできない。 

２．無名または変名の著作物の著作権は、その著作者の死後７０年を経過していると認められる

時、または著作物の公表後７０年のどちらか遅い日までの間存続する。 

３．著作権の発生には「方式主義」と「無方式主義」があり、わが国は「方式主義」を採用して

いる。 

４．著作物の著作権は、全部または一部を譲渡することができるが、著作者人格権は譲渡するこ

とができない。 
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問２ 

 ＣＦＰ認定者にとって、ライフプランニングに関する最新の情報に関心をもち、情報収集しておく

ことは大切です。以下の設問Ａ～Ｃについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。 

 

（問題３） 
 

（設問Ａ）空家等対策の推進に関する特別措置法（以下「空家法」という）が改正され、空家問題への

対策が強化されている。これに関する次の記述の空欄（ア）～（ウ）にあてはまる語句の組

み合わせとして、正しいものはどれか。 

 

・ 周囲に著しい悪影響を及ぼす（＊＊＊）空家になる前の段階から、空家の適切な管理が図られ

るよう、（ ア ）空家に対する措置が新設され、市町村は空家を（ ア ）空家に認定して管

理指針に即した管理を行うことを空家の所有者等へ指導できるようになった。 

・ 市町村が（＊＊＊）空家として、空家法に基づく勧告を行った場合は、その空家等の敷地につ

いて固定資産税の住宅用地の課税標準の特例の対象から除外される。（ ア ）空家について

（ イ ）。 

・ 緊急的に除却（解体）などが必要な（＊＊＊）空家に対して、命令等の手続きを（ ウ ）、行

政による強制撤去等（代執行）をすることが可能になった。 
 

※問題作成の都合上、一部を（＊＊＊）にしてある。なお、（＊＊＊）に入る語句はすべて同一である。 

 

１．（ア）管理不全 （イ）も特例の対象から除外される （ウ）経ずに 

２．（ア）特定   （イ）は特例の対象となる     （ウ）経ずに 

３．（ア）特定   （イ）も特例の対象から除外される （ウ）経たうえで 

４．（ア）管理不全 （イ）は特例の対象となる     （ウ）経たうえで 

 

（問題４） 
 

（設問Ｂ）障害者の雇用の促進等に関する法律に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．民間企業において常時雇用する労働者が一定数以上の事業主は、毎年６月１日現在の障害者

の雇用に関する状況を厚生労働大臣に報告することが義務付けられている。 

２．民間企業における法定雇用率は、２０２４年４月時点で２.５％である。 

３．法定雇用率の算定の対象となる障害者は、一定の身体障害者、知的障害者、精神障害者である。 

４．週の所定労働時間が１０時間以上２０時間未満である障害者を、法定雇用率の算定上その１

人をもって０.５人とすることができるのは、重度の身体障害者のみである。 
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（問題５） 
 

（設問Ｃ）美容室を経営している氷室さんは、新たに設備投資を実施するかどうか検討している。以下

の＜資料＞に基づく投資の意思決定に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。なお、

計算に当たっては係数表を使用せず、電卓にて計算し、計算過程で万円未満の端数が生じた

場合は万円未満を四捨五入すること。 

 

＜資料＞ 
 

［投資条件］ 

投資額：１,２００万円 

資本コスト：年８％ 

 投資によって将来得られるキャッシュフロー 

１年後 ３００万円 

２年後 ５５０万円 

３年後 ６００万円 

 

［意思決定の基準］ 

当初３年間に得られるキャッシュフローの正味現在価値（ＮＰＶ）による。 

・ 正味現在価値（ＮＰＶ）が正の場合、設備投資を実施する。 

・ 正味現在価値（ＮＰＶ）が負の場合、設備投資を実施しない。 

 

［正味現在価値の計算式］ 

正味現在価値＝将来キャッシュフローの現在価値－投資するキャッシュの現在価値 

 

１．この投資の正味現在価値（ＮＰＶ）は▲６５万円であるため、投資を実施しない。 

２．この投資の正味現在価値（ＮＰＶ）は２６万円であるため、投資を実施する。 

３．この投資の正味現在価値（ＮＰＶ）は１３４万円であるため、投資を実施する。 

４．この投資の正味現在価値（ＮＰＶ）は１４３万円であるため、投資を実施する。 

 

  



 
ライフプランニング・リタイアメントプランニング 2024年度第2回 

6 ＮＰＯ法人日本ＦＰ協会 無断複製転載禁止 ライフプランニング・リタイアメントプランニング 

問３ 

 会社員のパーソナルファイナンスに関する以下の設問Ａ～Ｃについて、それぞれの答えを１～４の中

から１つ選んでください。なお、設問Ａ、Ｂについては以下の＜資料＞に基づいて解答してください。 

 

＜資料＞ 
 

【収入に関する事項】 

◯収入（年間・手取り） 

馬場 幸介さん（本人・会社員）：現在４８０万円 

馬場 由紀さん（妻・会社員）：現在３３０万円 

 

【支出に関する事項】 

◯基本生活費：年間３４０万円 

◯住宅関連費（賃貸マンション） 

家賃（管理費等込み）：年間１２０万円 

２０２８年に住宅の購入を予定している。 

◯教育費 

長男および長女は公立小学校に在学している。長男は、中学校および高校は公立、大学は私立理

系（四年制）への進学を予定しており、長女は、中学校および高校は私立、大学は私立文系（四

年制）への進学を予定している。 

 
小学校 中学校 高校 大学 

公立 公立 私立 公立 私立 私立文系 私立理系 

年間教育費 30万円 50万円 120万円 45万円 95万円 85万円 120万円 

入学一時金 － 10万円 60万円 15万円 30万円 40万円 50万円 

◯保険料：年間３６万円 

◯自動車関連費 

維持費：年間２０万円 

買替え：２０２５年および２０３６年に３００万円 

車検費用：２０２８年、２０３０年、２０３２年、２０３４年、２０３９年に車検を行う。費用

は１回当たり１５万円 

◯その他支出：年間２５万円 

 

【留意事項】 

・ キャッシュフロー表の同一の欄に計上する項目が複数ある場合、それらの合計額に変動率を

適用し算出した金額によること。 

・ ＜資料＞の金額はすべて２０２４年（基準年）時点の現在価値である。 
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＜現状のキャッシュフロー表＞ （単位：万円） 
経過年数 基準年 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 
西暦（年） ２０２４ ２０２５ ２０２６ ２０２７ ２０２８ ２０２９ ２０３０ ２０３１ 

家
族
・
年
齢 

馬場 幸介 本人 ４０ ４１ ４２ ４３ ４４ ４５ ４６ ４７ 
   由紀 妻 ４１ ４２ ４３ ４４ ４５ ４６ ４７ ４８ 
   祥平 長男 １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ 
   美幸 長女 ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ 

ライフイベント 
 

 
自動車 

買替え 
 

長男 

中学校 

入学 

住宅購入 

長女 

中学校 

入学 

長男 

高校入学 
  

変動率 

収
入 

本人 １.０％ ４８０ ４８５ ４９０ ４９５ ４９９ ５０４   
妻 １.０％ ３３０ ３３３ ３３７ ３４０ ３４３ ３４７ ３５０ ３５４ 

収入合計 － ８１０ ８１８ ８２７ ８３５ ８４２ ８５１   

支
出 

基本生活費 １.０％ ３４０ ３４３       
住宅関連費 ０.０％ １２０ １２０ １２０ １２０     
教育費（長男） １.０％ ３０ ３０       
教育費（長女） １.０％ ３０ ３０ ３１ ３１ ３１    
保険料 ０.０％ ３６ ３６ ３６ ３６     
自動車関連費 １.０％ ２０ ３２３       
その他支出 １.０％ ２５ ２５ ２６ ２６ ２６ ２６ ２７ ２７ 
一時的支出 １.０％         

支出合計 － ６０１ ９０７   （ ア ）    
年間収支 － ２０９ ▲８９       
預貯金等残高 １.０％ １,０００ ９２１       

 

経過年数 ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ 
西暦（年） ２０３２ ２０３３ ２０３４ ２０３５ ２０３６ ２０３７ ２０３８ ２０３９ 

家
族
・
年
齢 

馬場 幸介 本人 ４８ ４９ ５０ ５１ ５２ ５３ ５４ ５５ 
   由紀 妻 ４９ ５０ ５１ ５２ ５３ ５４ ５５ ５６ 
   祥平 長男 １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ 
   美幸 長女 １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ 

ライフイベント 
 

長女 

高校入学 

長男 

大学入学 
 

長女 

大学入学 

自動車 

買替え 
長男就職  長女就職  

変動率 

収
入 

本人 １.０％        ５５７ 
妻 １.０％ ３５７ ３６１ ３６５ ３６８ ３７２ ３７６ ３７９ ３８３ 

収入合計 －        ９４０ 

支
出 

基本生活費 １.０％        ３９５ 
住宅関連費 ０.０％         
教育費（長男） １.０％ ４９ １８６ １３３ １３４ １３５ ０ ０ ０ 
教育費（長女） １.０％        ０ 
保険料 ０.０％         
自動車関連費 １.０％        ４１ 
その他支出 １.０％ ２７ ２７ ２８ ２８ ２８ ２８ ２９ ２９ 
一時的支出 １.０％        ０ 

支出合計 －        ６４１ 
年間収支 － （ イ ）       ２９９ 
預貯金等残高 １.０％  １,２８１      １,８８３ 
※問題作成の都合上、一部空欄にしてある。また、記載されている数値は正しいものとする。 
※各項目の計算に当たっては端数を残し、表中に記入の際は万円未満四捨五入したものを使用すること。
ただし、預貯金等残高は各年ごとに端数を残さず、万円未満四捨五入のうえ計算すること。 

※収入合計と支出合計、年間収支は表中に記載すべき整数で計算すること。 
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（問題６） 
 

（設問Ａ）馬場さん夫婦は、以下の＜住宅購入計画＞に基づき２０２８年に住宅を購入することを踏ま

えた資金設計についてＣＦＰ認定者に相談し、キャッシュフロー表を作成してもらうこと

にした。現状のキャッシュフロー表中の空欄（ア）、（イ）にあてはまる金額の組み合わせと

して、正しいものはどれか。なお、計算に当たっては係数表を使用せず、電卓にて計算する

こと。 

 

＜住宅購入計画＞ 
 

◯２０２８年以降の住宅関連費：自宅（戸建て） 

住宅購入費用（頭金・諸費用として２０２８年に支出する額）：５００万円 

住宅ローン：金利年２.０％（全期間固定） 

元利均等返済（ボーナス返済なし） 

年間返済額１４０万円 

債務者は幸介さんで７０歳時に完済予定 

固定資産税等：年間１２万円 

◯保険料：２０２８年から年間２４万円（住宅ローンの借入れに伴い減額） 

◯一時的支出 

２０２８年の引越費用等（引越費用・家具購入費）：８０万円（現在価値） 

 

１．（ア）１,１７５ （イ） ８４ 

２．（ア）１,１７５ （イ）１１６ 

３．（ア）１,２５８ （イ） ８４ 

４．（ア）１,２５８ （イ）１１６ 
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（問題７） 
 

（設問Ｂ）幸介さんは、２０３３年末に勤務先の早期退職制度を利用して退職し、コンサルタントとし

て独立開業することを考えている。そこで、ＣＦＰ認定者は、以下の＜見直しの内容＞を

提案し、それに伴うキャッシュフロー表を作成した。見直し後のキャッシュフロー表中の空

欄（ウ）にあてはまる金額として、正しいものはどれか。なお、計算に当たっては係数表を

使用せず、電卓にて計算すること。 

 

＜見直しの内容＞ 
 

・ 収入（本人） 

２０３４年に退職金（手取り）：１,０００万円（現在価値） 

２０３４年から事業収入（年間・手取り）：３６０万円（現在価値） 

・ 保険料 

２０３４年から４０万円（幸介さんの保険見直しに伴い増額） 

・ 一時的支出 

２０３４年に開業費用：５００万円（現在価値） 

 

１．１,６４６ 

２．１,７３６ 

３．１,７５２ 

４．１,７６９ 
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＜見直し後のキャッシュフロー表＞ （単位：万円） 
経過年数 基準年 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 
西暦（年） ２０２４ ２０２５ ２０２６ ２０２７ ２０２８ ２０２９ ２０３０ ２０３１ 

家
族
・
年
齢 

馬場 幸介 本人 ４０ ４１ ４２ ４３ ４４ ４５ ４６ ４７ 
   由紀 妻 ４１ ４２ ４３ ４４ ４５ ４６ ４７ ４８ 
   祥平 長男 １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ 
   美幸 長女 ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ 

ライフイベント 
 

 
自動車 

買替え 
 

長男 

中学校 

入学 

住宅購入 

長女 

中学校 

入学 

長男 

高校入学 
  

変動率 

収
入 

本人 １.０％ ４８０ ４８５ ４９０ ４９５ ４９９ ５０４   
妻 １.０％ ３３０ ３３３ ３３７ ３４０ ３４３ ３４７ ３５０ ３５４ 

収入合計 － ８１０ ８１８ ８２７ ８３５ ８４２ ８５１   

支
出 

基本生活費 １.０％ ３４０ ３４３       
住宅関連費 ０.０％ １２０ １２０ １２０ １２０     
教育費（長男） １.０％ ３０ ３０       
教育費（長女） １.０％ ３０ ３０ ３１ ３１ ３１    
保険料 ０.０％ ３６ ３６ ３６ ３６     
自動車関連費 １.０％ ２０ ３２３       
その他支出 １.０％ ２５ ２５ ２６ ２６ ２６ ２６ ２７ ２７ 
一時的支出 １.０％         

支出合計 － ６０１ ９０７       
年間収支  － ２０９ ▲８９       
預貯金等残高 １.０％ １,０００ ９２１       

 

経過年数 ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ 
西暦（年） ２０３２ ２０３３ ２０３４ ２０３５ ２０３６ ２０３７ ２０３８ ２０３９ 

家
族
・
年
齢 

馬場 幸介 本人 ４８ ４９ ５０ ５１ ５２ ５３ ５４ ５５ 
   由紀 妻 ４９ ５０ ５１ ５２ ５３ ５４ ５５ ５６ 
   祥平 長男 １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ 
   美幸 長女 １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ 

ライフイベント 
 

長女 

高校入学 

長男 

大学入学 

本人 

独立開業 

長女 

大学入学 

自動車 

買替え 
長男就職  長女就職  

変動率 

収
入 

本人 １.０％        ４１８ 
妻 １.０％ ３５７ ３６１ ３６５ ３６８ ３７２ ３７６ ３７９ ３８３ 

収入合計 －        ８０１ 

支
出 

基本生活費 １.０％        ３９５ 
住宅関連費 ０.０％         
教育費（長男） １.０％ ４９ １８６ １３３ １３４ １３５ ０ ０ ０ 
教育費（長女） １.０％        ０ 
保険料 ０.０％         
自動車関連費 １.０％        ４１ 
その他支出 １.０％ ２７ ２７ ２８ ２８ ２８ ２８ ２９ ２９ 
一時的支出 １.０％        ０ 

支出合計 －        ６５７ 
年間収支  －        １４４ 
預貯金等残高 １.０％  １,２８１ （ ウ ）     １,５３０ 

※問題作成の都合上、一部空欄にしてある。また、記載されている数値は正しいものとする。 
※各項目の計算に当たっては端数を残し、表中に記入の際は万円未満四捨五入したものを使用すること。
ただし、預貯金等残高は各年ごとに端数を残さず、万円未満四捨五入のうえ計算すること。 

※収入合計と支出合計、年間収支は表中に記載すべき整数で計算すること。 
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（問題８） 
 

（設問Ｃ）大場さんは２０２９年３月末に定年を迎え、退職一時金を受け取る。定年後の５年間は、雇

用形態は変わるものの引き続き就労して、２０３４年３月末にリタイアする予定である。大

場さんはリタイア後の生活資金を準備するため、２０２５年４月１日から資金運用を開始す

る。リタイア後の２０３４年４月１日以降は、退職一時金と蓄えた資金を、複利運用しなが

ら取り崩して生活費および住宅のリフォーム費用に充てたいと考えている。以下の＜条件＞

に基づく場合、２０２５年４月１日から２０２９年３月末までの４年間、毎年３月末に積み

立てるべき一定金額（最少額）として、正しいものはどれか。なお、運用益についての税金

等は考慮しないものとする。また、計算に当たっては、次の係数表を乗算で使用し、計算過

程で端数が生じた場合は円未満を四捨五入し、解答に当たっては万円未満を切り上げること。 

 

＜条件＞ 
 

［リタイア前］ 

・ 自助努力で準備した老後のための資金５００万円（２０２５年３月末時点）を、２０２５年

４月１日から２０３４年３月末までの９年間、年利２.０％で複利運用する。 

・ ２０２９年３月末に受け取る退職一時金１,６００万円（手取り額）を、２０２９年４月１日

から２０３４年３月末までの５年間、年利２.０％で複利運用する。 

・ ２０２５年４月１日から２０２９年３月末までの４年間、毎年３月末に一定金額を積み立て

ながら、年利１.５％で複利運用し、積み立てた金額を２０２９年４月１日から２０３４年３

月末までの５年間は年利１.５％で複利運用する。 

・ ２０２９年４月１日から２０３４年３月末までの５年間、毎年３月末に８０万円を積み立て

ながら、年利１.５％で複利運用する。 

 

［リタイア後］ 

・ ２０３４年４月１日から２０４４年３月末までの１０年間、蓄えた資金を年利１.０％で複利

運用しながら、毎年３月末に１２０万円ずつ取り崩す。 

・ ２０３４年４月１日から２０４４年３月末までの１０年間、蓄えた資金を年利１.０％で複利

運用し、２０４４年４月１日から２０６４年３月末までの２０年間は、その資金を年利１.０％

で複利運用しながら、毎年３月末に９０万円ずつ取り崩す。 

・ ２０３４年４月１日からの５年間、蓄えた資金を年利１.０％で複利運用し、２０３９年３月

末にリフォーム資金として６００万円を取り崩す。 
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＜係数表＞ ※係数表の数値は正しいものとする。 

［終価係数］ ［現価係数］ 

期間 １.０％ １.５％ ２.０％  期間 １.０％ １.５％ ２.０％ 

 ４年 １.０４１ １.０６１ １.０８２   ４年 ０.９６１ ０.９４２ ０.９２４ 

 ５年 １.０５１ １.０７７ １.１０４   ５年 ０.９５１ ０.９２８ ０.９０６ 

 ９年 １.０９４ １.１４３ １.１９５   ９年 ０.９１４ ０.８７５ ０.８３７ 

１０年 １.１０５ １.１６１ １.２１９  １０年 ０.９０５ ０.８６２ ０.８２０ 

２０年 １.２２０ １.３４７ １.４８６  ２０年 ０.８２０ ０.７４２ ０.６７３ 

 

［年金終価係数］ ［年金現価係数］ 

期間 １.０％ １.５％ ２.０％  期間 １.０％ １.５％ ２.０％ 

 ４年 ４.０６０ ４.０９１ ４.１２２   ４年 ３.９０２ ３.８５４ ３.８０８ 

 ５年 ５.１０１ ５.１５２ ５.２０４   ５年 ４.８５３ ４.７８３ ４.７１３ 

 ９年 ９.３６９ ９.５５９ ９.７５５   ９年 ８.５６６ ８.３６１ ８.１６２ 

１０年 １０.４６２ １０.７０３ １０.９５０  １０年 ９.４７１ ９.２２２ ８.９８３ 

２０年 ２２.０１９ ２３.１２４ ２４.２９７  ２０年 １８.０４６ １７.１６９ １６.３５１ 

 

［資本回収係数］ ［減債基金係数］ 

期間 １.０％ １.５％ ２.０％  期間 １.０％ １.５％ ２.０％ 

 ４年 ０.２５６ ０.２５９ ０.２６３   ４年 ０.２４６ ０.２４４ ０.２４３ 

 ５年 ０.２０６ ０.２０９ ０.２１２   ５年 ０.１９６ ０.１９４ ０.１９２ 

 ９年 ０.１１７ ０.１２０ ０.１２３   ９年 ０.１０７ ０.１０５ ０.１０３ 

１０年 ０.１０６ ０.１０８ ０.１１１  １０年 ０.０９６ ０.０９３ ０.０９１ 

２０年 ０.０５５ ０.０５８ ０.０６１  ２０年 ０.０４５ ０.０４３ ０.０４１ 

 

１．９９万円 

２．９７万円 

３．９１万円 

４．７３万円 
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問４ 

 住宅取得や教育に係る資金設計等に関する以下の設問Ａ～Ｆについて、それぞれの答えを１～４の中

から１つ選んでください。 

 

（問題９） 
 

（設問Ａ）井上さん（会社員・年収９８０万円）は、住宅購入を計画しており、ＣＦＰ認定者に以下

の＜条件＞に基づくシミュレーションを依頼した。このシミュレーションにおける購入可能

な物件価格の上限として、正しいものはどれか。なお、計算過程で端数が生じた場合は円未

満を四捨五入し、住宅ローンの借入額および物件価格については１０万円未満を切り捨てる

こと。また、消費税および贈与税については考慮しないものとする。 

 

＜条件＞ 
 

・ 用意した住宅購入資金７２０万円と父から贈与される２６０万円を住宅購入に充てる。これら

の資金で不足する分については、住宅ローンを利用する。 

・ 住宅ローンの借入額については、住宅ローンの年間元利合計返済額が、現在の年収の１８％と

なるようにする。 

・ 住宅ローンの条件は、年利１.８０％（全期間固定）、返済期間２５年（返済回数３００回）、元

利均等返済、毎月返済のみ（ボーナス返済なし）とする。 

・ 借入額１００万円当たりの毎月の元利合計返済額は４,１４１円とする。 

・ 住宅購入のための諸費用は物件価格の８％とし、上記で準備した資金の中から充てるものとする。 

 

１．４,５２０万円 

２．４,２６０万円 

３．４,１８０万円 

４．３,９４０万円 
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（問題１０） 
 

（設問Ｂ）宮本さんは、以下の＜住宅ローン＞について返済額軽減型の繰上げ返済を検討中である。借

入れから１０年経過した時点で（返済回数１２０回終了後）、残存期間に適用される金利が

年２.０％となった場合に、毎月の返済額が当初の１０年間と変わらないようにするために

必要な繰上げ返済額として、正しいものはどれか。なお、繰上げ返済の手数料については考

慮しないこと。また、計算に当たっては次の係数表を乗算で使用し、計算過程で端数が生じ

た場合は円未満を四捨五入し、繰上げ返済額については万円未満を切り上げること。 

 

＜住宅ローン＞ 
 

借入金利：年１.５％（当初１０年間固定） 

返済方法：元利均等返済、毎月返済のみ（ボーナス返済なし） 

返済期間：２２年（返済回数２６４回） 

借 入 額：２,６００万円 

※当初の一定期間に適用される金利のみが決まっている元利均等返済の住宅ローンの当初の一定期

間の返済額（元利合計）は、当初の一定期間に適用される金利が完済まで適用されるものとして

計算される。 

 

＜係数表＞ ※係数表の数値は正しいものとする。 

［終価係数（１ヵ月用）］ ［現価係数（１ヵ月用）］ 

期間 １.５０％ ２.００％  期間 １.５０％ ２.００％ 

１０年 １.１６１７３ １.２２１２０  １０年 ０.８６０７８８６ ０.８１８８６７１ 

１２年 １.１９７０８ １.２７１００  １２年 ０.８３５３６４１ ０.７８６７８５０ 

２２年 １.３９０６８ １.５５２１４  ２２年 ０.７１９０７１９ ０.６４４２７２３ 

 

［年金終価係数（１ヵ月用）］ ［年金現価係数（１ヵ月用）］ 

期間 １.５０％ ２.００％  期間 １.５０％ ２.００％ 

１０年 １２９.３８０３３ １３２.７１９６６  １０年 １１１.３６９１２ １０８.６７９７６ 

１２年 １５７.６６６２４ １６２.５９７１２  １２年 １３１.７０８７１ １２７.９２８９８ 

２２年 ３１２.５４５２１ ３３１.２８３１８  ２２年 ２２４.７４２４８ ２１３.４３６５９ 

 

［資本回収係数（１ヵ月用）］ ［減債基金係数（１ヵ月用）］ 

期間 １.５０％ ２.００％  期間 １.５０％ ２.００％ 

１０年 ０.００８９８ ０.００９２０  １０年 ０.００７７３ ０.００７５３ 

１２年 ０.００７５９ ０.００７８２  １２年 ０.００６３４ ０.００６１５ 

２２年 ０.００４４５ ０.００４６９  ２２年 ０.００３２０ ０.００３０２ 

 

１．３２万円 

２．４４万円 

３．４７万円 

４．６３万円 
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（問題１１） 
 

（設問Ｃ）下表の４人のうち、住宅ローンの「フラット３５」の申込要件を満たす人の組み合わせとし

て、最も適切なものはどれか。なお、記載のない要件はすべて満たしているものとし、借換

え融資および親子リレー返済ではないものとする。 

 

申込人 
申込時 

の年齢 
住宅の概要 

申込人の 

持分 

Ａさん ５１歳 
・ 床面積９２ｍ2の中古の戸建て住宅 

・ Ａさんの配偶者の父親が１人で居住し、Ａさんと持分を共有 
 １０％ 

Ｂさん ４６歳 
・ 床面積１２０ｍ2の店舗付き新築戸建て住宅 

・ 住宅部分の床面積は７０ｍ2 
１００％ 

Ｃさん ３３歳 
・ 床面積３５ｍ2の新築分譲マンション 

・ 第三者に賃貸する予定の住宅 
１００％ 

Ｄさん ７０歳 
・ 床面積６８ｍ2の中古の分譲マンション 

・ セカンドハウスとして週末に利用 
１００％ 

 

１．Ａさんのみ 

２．ＡさんとＢさん 

３．ＢさんとＤさん 

４．ＣさんとＤさん 

 

（問題１２） 
 

（設問Ｄ）日本政策金融公庫の教育一般貸付（国の教育ローン）に関する次の記述のうち、最も適切な

ものはどれか。 

 

１．融資対象となる資金使途として、学校納付金のほか在学のため必要となる住居費用は認めら

れているが、学生の国民年金保険料は認められていない。 

２．自宅外通学する場合や修業年限３ヵ月以上の外国の教育施設に留学する場合、融資限度額は

学生・生徒１人につき３５０万円である。 

３．在学期間中は元金の返済を据え置き、利息のみの返済とすることもできるが、この場合の元

金据置期間は返済期間に含まれない。 

４．借入申込人の世帯で扶養する子が２人以内であり、借入申込人またはその配偶者が単身赴任

の場合は、世帯年収（所得）の上限額が緩和される。 
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（問題１３） 
 

（設問Ｅ）日本学生支援機構の給付奨学金に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．給付奨学金は、日本国内のすべての大学・短期大学および専修学校（専門課程）に進学する

学生が利用できる。 

２．給付奨学金を利用するためには、学力基準と家計基準の両方を満たさなければならない。 

３．給付奨学金の支給を受ける奨学生は、進学先の大学等に申請することにより、授業料と入学

金の減免を同時に受けることができる。 

４．給付奨学金は、世帯の所得区分、学校の設置者（国公立・私立）および通学形態に応じて定

められている金額が、原則として毎月１回振り込まれる。 

 

（問題１４） 
 

（設問Ｆ）大津さんは、２０２４年６月に２万円、同年７月に１万円の買い物をし、いずれもクレジッ

トカードによるリボルビング払いとしている。毎月の返済額を１万円とする場合、大津さん

の返済に係る下表の空欄（ア）にあてはまる数値として、正しいものはどれか。なお、利息

の計算に当たっては月割計算し、円未満の端数は切り捨てること。 

 

＜返済条件＞ 

利息：前月末の残高に対して年利１２％ 

毎月返済額：１万円（元利定額払い） 

 

＜元利定額リボルビング払い返済表＞ （単位：円） 

返済年月 返済額 
 

月末残高 
利息 元金 

２０２４年６月 － － － ２０,０００ 

７月 １０,０００    

８月 １０,０００    

９月 １０,０００    

１０月 （ ア ）    

※問題作成の都合上、表の一部を空欄にしてある。 

 

１．３０８ 

２．４０９ 

３．５１１ 

４．６１４ 
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問５ 

 働き方とその関連法令に関する以下の設問Ａ～Ｊについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選

んでください。 

 

（問題１５） 
 

（設問Ａ）労働基準法に基づく労働時間に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

１．三六協定で定めることができる時間外労働の上限は、臨時的な特別の事情がない場合、原則

として月４５時間および年３６０時間であり、その時間に休日労働は含まれない。 

２．労働者が１０人未満の事業場は、法定労働時間を超えて労働させる場合に三六協定を締結す

る必要はない。 

３．特別条項のある三六協定を締結し労働基準監督署へ届け出た事業場は、年７２０時間以内で

あれば、月４５時間を超えて時間外労働を行わせることができる月数に制限はない。 

４．建設事業、自動車運転の業務、医師、新技術・新商品等の研究開発業務は、時間外労働の上

限規制の適用がすべて除外される。 

 

（問題１６） 
 

（設問Ｂ）労働基準法に基づく年次有給休暇に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．週の所定労働日数が４日以下または年間の所定労働日数が２１６日以下であっても、週の所

定労働時間が３０時間以上である短時間労働者は、年次有給休暇の比例付与の対象者となら

ず、通常の労働者と同じ日数の年次有給休暇が付与される。 

２．使用者は、年次有給休暇の付与日数が１０労働日以上ある労働者に対して、年次有給休暇の

基準日から１年以内に、時季を指定して５日の年次有給休暇を取得させなければならない。 

３．労使協定で定めることにより時間を単位として取得できる年次有給休暇の上限は、労働者ご

との付与日数にかかわらず、１年に５日である。 

４．労使協定により年次有給休暇を与える時季に関する定めをしたときは、使用者は、労働者ご

との付与日数にかかわらず、１年に５日を上限として、その定めにより年次有給休暇を与え

ることができる。 
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（問題１７） 
 

（設問Ｃ）ＭＫ株式会社に勤務している池谷さんは、自己都合により退職し、再就職を目指す予定であ

る。求職者支援法に基づく求職者支援制度について、ＣＦＰ認定者が池谷さんに行った以

下の説明の空欄（ア）～（ウ）にあてはまる語句の組み合わせとして、最も適切なものはど

れか。なお、池谷さんは一人暮らしであり、雇用保険に加入したことはない。 

 

「池谷さんは、退職後に公共職業安定所へ求職の申込みをし、公共職業安定所長が職業訓練などの

支援を行う必要があると認めた場合は、求職者支援制度を利用することができます。公共職業安

定所の支援指示を受けて求職者支援訓練を受講し、本人の収入が月額（ ア ）以下など一定の

支給要件を満たす場合、職業訓練受講給付金が支給されます。求職者支援訓練の訓練期間は２ヵ

月から（ イ ）で、訓練を受講している期間について月額（ ウ ）の職業訓練受講手当が支

給されます。」 

 

１．（ア）８万円 （イ）６ヵ月 （ウ）１０万円 

２．（ア）６万円 （イ）１年  （ウ）１０万円 

３．（ア）８万円 （イ）１年  （ウ） ５万円 

４．（ア）６万円 （イ）６ヵ月 （ウ） ５万円 
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（問題１８） 
 

（設問Ｄ）伊丹さん（３６歳）は、２０２４年９月末日に１４年間継続勤務していたＴＡ株式会社を自

己都合により退職し、１０月に求職の申込みを行った。以下の＜資料＞に基づいて計算した

伊丹さんに支給される雇用保険の基本手当の日額として、正しいものはどれか。なお、伊丹

さんはこれまで基本手当を受けたことはない。また、賃金日額および基本手当の日額に端数

が生じた場合は、円未満を切り捨てること。 

 

＜資料＞ 
 

［伊丹さんの２０２４年２月から９月までの給与等の状況］ （単位：円） 

月別実出勤日数 基本給 役職手当 時間外手当 通勤手当 

２月分 １９日 ２４０,０００ － ２４,０００ ２０,０００ 

３月分 ２１日 ２４０,０００ － ２８,０００ ２０,０００ 

４月分 ２０日 ３００,０００ ３０,０００ － ２０,０００ 

５月分 ２０日 ３００,０００ ３０,０００ － ０ 

６月分 ０日 ０ ０ － ０ 

７月分 ２１日 ３００,０００ ３０,０００ － ０ 

８月分 ２１日 ３００,０００ ３０,０００ － ０ 

９月分 ２０日 ３００,０００ ３０,０００ － ０ 

合計 １４２日 １,９８０,０００ １５０,０００ ５２,０００ ６０,０００ 

※伊丹さんは昇進したことで、４月分から役職手当が支給され、時間外手当が支給されなくなった。

また、転居したことにより徒歩で通勤することとなったため、５月分から通勤手当の支給はない。

なお、６月は交通事故のため１ヵ月間休職をして無給であった。 

※その他の支給額：賞与（６月２０日）６００,０００円 

※賃金締切日は月の末日、賃金支払日は当月末日であるものとする。 

※便宜上、実出勤日数と賃金支払基礎日数は同じであるものとする。 

 

［基本手当の日額の計算式（離職時の年齢が３０歳以上４５歳未満）］ 

賃金日額（Ｗ） 基本手当の日額 

 ２,７４６円以上  ５,１１０円未満 ０.８Ｗ 

 ５,１１０円以上 １２,５８０円以下 ０.８Ｗ－０.３｛（Ｗ－５,１１０）／７,４７０｝Ｗ 

１２,５８０円超  １５,４３０円以下 ０.５Ｗ 

１５,４３０円（上限額）超 ７,７１５円（上限額） 

 

１．６,１５１円 

２．６,１８２円 

３．６,３０５円 

４．７,７１５円 
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（問題１９） 
 

（設問Ｅ）雇用保険法における就職促進給付に関する次の記述の空欄（ア）～（ウ）にあてはまる語句

の組み合わせとして、最も適切なものはどれか。なお、記載のない支給要件は満たしている

ものとする。 

 

・ 再就職手当は、基本手当の受給資格者が安定した職業に就いたとき、または事業を開始したと

きに、基本手当の支給残日数が、所定給付日数の（ ア ）以上ある場合に支給される。 

・ 再就職手当の支給を受けようとするときは、就職日または事業開始日の翌日から起算して

（ イ ）以内に、再就職手当支給申請書等の必要書類を管轄の公共職業安定所長に提出しなけ

ればならない。 

・ 再就職手当の支給を受けた人が、その再就職先に（ ウ ）以上引き続いて雇用され、かつ再

就職先でその（ ウ ）の間に支払われた賃金の１日分の額が、再就職手当に係る基本手当の

基となる離職前の賃金日額を下回る場合、就業促進定着手当の支給を受けることができる。 

 

１．（ア）３分の１ （イ）３ヵ月 （ウ）１年 

２．（ア）３分の１ （イ）１ヵ月 （ウ）６ヵ月 

３．（ア）５分の１ （イ）３ヵ月 （ウ）６ヵ月 

４．（ア）５分の１ （イ）１ヵ月 （ウ）１年 

 

（問題２０） 
 

（設問Ｆ）ＭＲ株式会社に勤務している西里さん（５９歳）は、２２歳から継続して雇用保険に加入し

ている。西里さんは、６０歳の定年で退職するか、定年後も会社の継続雇用制度を利用して

勤め続けるかについて検討している。定年後の西里さんの雇用保険に関するＣＦＰ認定者

が行った次の説明のうち、最も適切なものはどれか。なお、記載のない事項については、要

件を満たしているものとする。 

 

１．「西里さんが６０歳で定年退職して基本手当を受給する場合、一定期間求職の申込みを希望

しないときは、基本手当の受給期間を申出により６ヵ月を限度として延長することができ

ます。」 

２．「西里さんが会社の継続雇用制度を利用して勤め続け、６５歳以後に失業した場合、基本手

当の日額の３０日分に相当する額の高年齢求職者給付金を受給することができます。」 

３．「西里さんが会社の継続雇用制度を利用して勤め続ける間に、支給対象月に支払われた賃金

が、６０歳時点のみなし賃金日額を３０倍した額と比較して８０％未満に低下したときは、

高年齢雇用継続基本給付金を受給することができます。」 

４．「西里さんが６０歳で定年退職して基本手当を受給中に再就職し、その後安定した職業に就

いたことにより雇用保険の被保険者となった場合、再就職日の前日における基本手当の支

給残日数が１００日以上あれば、再就職先において高年齢再就職給付金を受給することが

できます。」 
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（問題２１） 
 

（設問Ｇ）ＲＡ株式会社に勤務する荒木さんは、２０２４年１０月１日の就業中に業務上の災害により

負傷し、同日より療養のため休業した。以下の＜資料＞に基づき、荒木さんが受給すること

ができる労働者災害補償保険の休業補償給付および休業特別支給金の合計額として、正しい

ものはどれか。なお、休業補償給付の支給要件はすべて満たしているものとする。また、解

答に当たっては、給付基礎日額は円未満を切り上げ、休業補償給付日額および休業特別支給

金日額は円未満を切り捨てること。 

 

＜資料＞ 
 

［荒木さんの２０２４年７月から９月までの給与等の状況］ 

支払月 総日数 実出勤日数 基本給 時間外手当 通勤手当 

７月 ３１日 ２２日 ３００,０００円 ３０,０００円 ２０,０００円 

８月 ３１日 ２１日 ３００,０００円 ２５,０００円 ２０,０００円 

９月 ３０日 １９日 ３００,０００円 １５,０００円 ２０,０００円 

合計 ９００,０００円 ７０,０００円 ６０,０００円 

※上記以外に給与等の支給はなく、賃金締切日は月の末日であるものとする。 

※ＲＡ社の公休日は、土曜日・日曜日・祝日である。 

※休業特別支給金は、給付基礎日額の２０％相当額が支給される。 

 

［荒木さんのデータ］ 

・ 休業期間は、２０２４年１０月１日（火）から３１日（木）までの３１日間。 

・ 休業期間における賃金の支払いはなく、私傷病による休暇は取得していない。 

・ 複数事業労働者ではなく、また、同一の支給事由に基づく障害厚生年金等の受給権者ではな

い。 

 

［給付基礎日額の計算式］ 

給付基礎日額＝
 算定事由発生日（賃金締切日がある場合は直前の賃金締切日）以前３ヵ月間の賃金総額 

その３ヵ月間の総日数
 

 

１．２５０,７６８円 

２．２７７,６３６円 

３．３１３,４６０円 

４．３７２,０９２円 
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（問題２２） 
 

（設問Ｈ）労働者災害補償保険（以下「労災保険」という）に関する次の記述のうち、最も不適切なも

のはどれか。 

 

１．療養補償給付は、原則として療養の給付として現物給付されるが、療養の給付が困難な場合

等においては、療養の費用の支給として現金給付されることもある。 

２．一次健康診断の結果により、すでに脳血管疾患や心臓疾患の症状を有すると認められる労働

者には、二次健康診断等給付は行われない。 

３．労災保険の保険料の算定の基礎となる賃金総額とは、賞与を除き、事業主がその事業に使用

するすべての労働者に支払う賃金の総額である。 

４．特別加入者の給付基礎日額は、厚生労働大臣が定めた複数の階級の額から特別加入者が選択

して申請し、当該申請に基づき都道府県労働局長が決定する。 

 

（問題２３） 
 

（設問Ｉ）育児・介護休業法に基づく介護休業に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

１．労働者が希望する日から介護休業するためには、休業を開始しようとする日の２週間前まで

に事業主に申し出ることが必要である。 

２．介護休業は、要介護状態にある対象家族の介護のために、対象家族１人につき、通算して

１２０日まで、３回を上限として分割取得することができる。 

３．要介護状態とは、負傷、疾病または身体上もしくは精神上の障害により、１ヵ月以上の期間

にわたり常時介護を必要とする状態をいう。 

４．介護休業中の健康保険料、厚生年金保険料、介護保険料は、事業主を通じて各保険者に申請

することにより免除される。 
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（問題２４） 
 

（設問Ｊ）ＳＡ株式会社に正社員として勤務する細川さん（３８歳）は、妻が２０２４年４月に出産し

たため、２０２４年７月１日から２０２４年１０月２５日まで育児休業を取得し、２０２４

年１０月２６日より職場に復帰した。以下の＜資料＞に基づき、細川さんに支給される雇用

保険の育児休業給付金の額として、正しいものはどれか。なお、記載のない事項については、

育児休業給付金の支給要件を満たしているものとする。 

 

＜資料＞ 
 

［細川さんの２０２４年１月から６月までの給与等の状況］ 

月別実出勤日数 基本給 賞与 時間外手当 

１月分  １９日 ３００,０００円 － ５０,０００円 

２月分  １９日 ３００,０００円 － ５０,０００円 

３月分  ２０日 ３００,０００円 － ５０,０００円 

４月分  ２１日 ３３０,０００円 － ５０,０００円 

５月分  ２１日 ３３０,０００円 － ５０,０００円 

６月分  ２０日 ３３０,０００円 ４５０,０００円 ２,０００円 

合計 １２０日 １,８９０,０００円 ４５０,０００円 ２５２,０００円 

※賞与は６月と１２月の年に２回支給される。 

※育児休業給付金は、育児休業を開始した日から起算した１ヵ月ごとの支給単位期間（その１ヵ月

の間に育児休業終了日を含む場合はその終了日までの期間）ごとに支給する。 

※一支給単位期間の支給日数は、原則として３０日（育児休業終了日を含む支給単位期間について

は、終了日までの期間の日数）となる。 

 

［育児休業給付金の受給状況等］ 

・ 育児休業期間である７月１日から１０月２５日までの間、給与の支払いはない。 

・ 育児休業給付金に係る賃金日額の上限額は、１５,４３０円である。 

 

１．  ８０９,０２５円 

２．  ９１６,８９５円 

３．  ９３２,８４１円 

４．１,１０９,５２０円 
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問６ 

 社会保険の適用や給付等に関する以下の設問Ａ～Ｅについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ

選んでください。 

 

（問題２５） 
 

（設問Ａ）個人事業主の筒井孝典さんは、妻と両親の４人でＴＢ市に居住している。以下の＜資料＞に

基づく孝典さんが支払う２０２４年度分の国民健康保険料の世帯合計額（年額）として、正

しいものはどれか。なお、保険料の減免措置の適用はないものとする。また、計算に当たっ

ては、医療分、後期高齢者支援金等分、介護分のそれぞれの世帯合計額について、百円未満

を切り捨てること。 

 

＜資料＞ 
 

［筒井家のデータ］ 

氏名 続柄 年齢 備考 

筒井 孝典 本人（世帯主） ３５歳 前年の総所得金額（事業所得） ４０４万円 

筒井 洋子 妻 ３２歳 前年の総所得金額（給与所得）  ４５万円 

筒井 利隆 父 ６７歳 前年の公的年金収入（老齢年金）２４０万円 

筒井 俊子 母 ６４歳 前年の公的年金収入（老齢年金） ３０万円 

※家族４人は同一世帯であり、４人ともＴＢ市の国民健康保険の被保険者である。 

※上記以外の収入はない。 

 

［ＴＢ市の国民健康保険料（年額）］ 

所得割の算定基礎額＝前年の総所得金額等－基礎控除額４３万円 

項目 所得割の率 均等割（１人当たり） 

医療分 ８.４５％ ４５,５７０円 

後期高齢者支援金等分 ２.７４％ １４,９３８円 

介護分 ２.３４％ １５,８９３円 

※医療分と後期高齢者支援金等分は、すべての被保険者について賦課される。 

※介護分は、４０歳以上６５歳未満の被保険者について賦課される。 

※限度額については考慮しないものとする。 

 

［公的年金等控除額］ 

納税者区分 公的年金等の収入金額 

公的年金等控除額 

公的年金等に係る雑所得以外の所得に係る 

合計所得金額 １,０００万円 以下 

６５歳未満の者 １３０万円 以下  ６０万円 

６５歳以上の者 ３３０万円 以下 １１０万円 
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１．７００,７００円 

２．７１６,５００円 

３．７６１,３００円 

４．８６６,６００円 
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（問題２６） 
 

（設問Ｂ）谷口大輔さんは、妻の春子さんと２人でＳＥ市に居住している（同一世帯である）。以下の

＜資料＞に基づく谷口家の２０２４年度分の介護保険料（年額）の合計額として、正しいも

のはどれか。 

 

＜資料＞ 
 

［谷口家のデータ］ 

氏名 続柄 年齢 前年（２０２３年）の収入等 市民税 

谷口 大輔 
本人 

(世帯主) 
６９歳 

・ 老齢基礎年金および老齢厚生年金の年金額 ２２５万円 

・ 上場株式の譲渡所得 １００万円 

※上場株式の課税方法は申告分離課税を選択している。 

※前年に繰り越された上場株式等に係る譲渡損失の繰

越控除額は６０万円である。 

課税 

谷口 春子 妻 ６７歳 ・ 障害基礎年金および障害厚生年金の年金額 ２００万円 非課税 

※公的年金等控除額は１１０万円であり、上記のほかに収入はない。 

 

［ＳＥ市の介護保険第１号被保険者の所得段階別保険料（一部抜粋）］ 

所得段階 対象となる人 
介護保険料 

（年額） 

第１段階 

生活保護を受給している人、または世帯全員が市民税非課税で

老齢福祉年金を受給している人 
基準額×０.２８５ 

世帯全員が市民税非課税で本人の前年の課税年金収入額とその

他の合計所得金額の合計が８０万円以下の人 

第２段階 
世帯全員が市民税非課税で本人の前年の課税年金収入額とその

他の合計所得金額の合計が８０万円を超え１２０万円以下の人 
基準額×０.４８５ 

第３段階 
世帯全員が市民税非課税で本人の前年の課税年金収入額とその

他の合計所得金額の合計が１２０万円を超える人 
基準額×０.６８５ 

第４段階 

本人が市民税非課税で、世帯の中に市民税課税者がおり、本人

の前年の課税年金収入額とその他の合計所得金額の合計額が

８０万円以下の人 

基準額×０.９０ 

第５段階 

本人が市民税非課税で、世帯の中に市民税課税者がおり、本人

の前年の課税年金収入額とその他の合計所得金額の合計額が

８０万円を超える人 

基準額 

（７５,０００円） 

第６段階 
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が１２０万円未満の

人 
基準額×１.２０ 

第７段階 
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が１２０万円以上

２１０万円未満の人 
基準額×１.３０ 

第８段階 
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が２１０万円以上

３２０万円未満の人 
基準額×１.５０ 

第９段階 
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が３２０万円以上

４３０万円未満の人 
基準額×１.７０ 

※表中の「課税年金収入額」とは、市民税が課税される公的年金等の収入金額である。 

※合計所得金額に対する調整は考慮しないものとする。 
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１．１６５,０００円 

２．１７２,５００円 

３．１８０,０００円 

４．１８７,５００円 
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（問題２７） 
 

（設問Ｃ）以下の＜ケース１＞～＜ケース３＞の人が、２０２４年１０月に介護保険法に基づく介護給

付対象サービス（以下「介護サービス」という）を受けた場合の利用者負担割合に関する次

の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、本設問における利用者負担割合は以下の

＜資料＞によって判定するものとする。また、利用者負担の上限は考慮しないものとし、い

ずれの人も介護サービスを利用する際に介護保険被保険者証と介護保険負担割合証を提示し

ているものとする。 

 

＜資料＞ 
 

［ＰＸ市における介護保険の利用者負担割合］ 

 

 

※｢世帯合算」とは、６５歳以上の人が２人以上いる世帯の、６５歳以上の人の所得等を合算した

金額である。 

※合計所得金額は前年の所得によるものとし、合計所得金額に対する調整は考慮しないものとする。 

 

  

６５歳以上で本人が市民税課税 

Ｙｅｓ 

年金収入＋その他の合計所得金額 
 

単身世帯で３４０万円以上 または 

世帯合算（※）で４６３万円以上 

２２０万円以上 

３割 

１６０万円以上 

２２０万円未満 

本人の合計所得金額 

１６０万円未満 

年金収入＋その他の合計所得金額 
 

単身世帯で２８０万円以上 または 

世帯合算（※）で３４６万円以上 

Ｎｏ 

Ｎｏ 

２割 １割 

Ｙｅｓ Ｙｅｓ Ｎｏ 



 
2024年度第2回 ライフプランニング・リタイアメントプランニング 

31 ライフプランニング・リタイアメントプランニング ＮＰＯ法人日本ＦＰ協会 無断複製転載禁止 

＜公的年金等控除額の速算表（６５歳以上)＞ 

公的年金等の収入金額（Ａ） 

公的年金等控除額 

公的年金等に係る雑所得以外の所得

に係る合計所得金額 

１,０００万円 以下 

 ３３０万円 以下 １１０万円 

３３０万円 超 ４１０万円 以下 （Ａ）×２５％＋ ２７.５万円 

４１０万円 超 ７７０万円 以下 （Ａ）×１５％＋ ６８.５万円 

７７０万円 超 １,０００万円 以下 （Ａ）× ５％＋１４５.５万円 

１,０００万円 超  １９５.５万円 

 

 氏名 続柄 年齢 
前年の公的年金 

（老齢年金）収入 
市民税 

＜ケース１＞ 
柴田 英男 夫 ８０歳 ２６０万円 課税 

柴田 浩美 妻 ７８歳  ９０万円 非課税 

＜ケース２＞ 
唐沢 和夫 夫 ８１歳 ２８０万円 課税 

唐沢 信子 妻 ７７歳 ２２０万円 課税 

＜ケース３＞ 
山岸 一郎 夫 ７７歳 ３６０万円 課税 

山岸 純子 妻 ７５歳 １００万円 非課税 

※上記の人はいずれも公的年金（老齢年金）のほかに収入はない。 

※上記の人はすべてＰＸ市に居住しており、夫婦はいずれも同一世帯である。 

※いずれの世帯も、上記の人のほかに同一世帯に属する人はいない。 

 

１．＜ケース１＞の柴田英男さんの利用者負担割合は、１割である。 

２．＜ケース２＞の唐沢信子さんの利用者負担割合は、１割である。 

３．＜ケース２＞の唐沢和夫さんの利用者負担割合は、２割である。 

４．＜ケース３＞の山岸一郎さんの利用者負担割合は、３割である。 

 

（問題２８） 
 

（設問Ｄ）介護保険法に基づく介護保険制度に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．要介護認定の有効期間は、要介護度などにかかわらず一律１２ヵ月とされており、有効期間

を経過した後も引き続き介護（支援）が必要なときは、要介護認定の更新の申請を毎年行う

必要がある。 

２．第１号被保険者である専業主婦（主夫）は、全国健康保険協会管掌健康保険（協会けんぽ）

の被保険者である配偶者の被扶養者であったとしても、自ら介護保険料を納めなければなら

ない。 

３．第２号被保険者が介護サービスや介護予防サービスを利用できるのは、１６種類の特定疾病

のいずれかが原因となって要介護・要支援と認定された場合に限られる。 

４．施設サービス利用者の居住費や食費は、低所得者を除き全額自己負担とされている。 
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（問題２９） 
 

（設問Ｅ）大下優子さん（無職・５６歳）は、夫の道久さん（会社員・５８歳）の退職を機に、ＭＡ株

式会社に就職する予定である。以下の＜資料＞に基づく、優子さんがＭＡ社に就職した日以

後の社会保険の適用に関する次の記述の適不適の組み合わせとして、最も適切なものはどれか。

なお、問題文中の「協会けんぽ」は全国健康保険協会管掌健康保険をいう。 

 

＜資料＞ 
 

［優子さんのデータ］ 

・ 週の所定労働時間は、２５時間（１日５時間、週５日勤務）である。 

・ 雇用期間は、６ヵ月以上と見込まれる。 

・ 基本給は月額１０万円であり、年収は１２０万円である。 

・ 学生ではない。 

・ 夫の道久さんは、優子さんと同居しており、現在は協会けんぽの被保険者である。 

退職後は働く予定はなく、雇用保険の基本手当も受給せず、収入の見込みはない。 

 

［ＭＡ社のデータ］ 

・ 厚生年金保険の被保険者（短時間労働者を除く）は１５０人である。 

・ 協会けんぽ、厚生年金保険および雇用保険の適用事業所である。 

・ 通常の社員の週の所定労働時間は、４０時間である。 

 

（ア）優子さんは、協会けんぽの被保険者となるが、道久さんが退職して無収入となっても、道久さん

を被扶養者とすることはできない。 

（イ）優子さんは、雇用保険の被保険者とならない。 

（ウ）優子さんは、厚生年金保険の被保険者となる。 

 

１．（ア）および（イ）は適切であるが、（ウ）は不適切。 

２．（イ）および（ウ）は適切であるが、（ア）は不適切。 

３．（ア）は適切であるが、（イ）および（ウ）は不適切。 

４．（ウ）は適切であるが、（ア）および（イ）は不適切。 
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問７ 

 全国健康保険協会管掌健康保険（以下「協会けんぽ」という）に関する以下の設問Ａ～Ｄについて、

それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。 

 

（問題３０） 
 

（設問Ａ）標準報酬月額の決定および改定に関する次の記述の空欄（ア）～（ウ）にあてはまる語句の

組み合わせとして、最も適切なものはどれか。 

 

・ ６月１日から７月１日までの間に被保険者資格を取得した者は、その年に限り、定時決定の対

象とならず、資格取得時に決定した標準報酬月額が、翌年（ ア ）までの各月の標準報酬月額

となる。 

・ 育児・介護休業法による育児休業等の終了日において、その育児休業等に係る３歳未満の子を

養育する被保険者は、育児休業等終了日の翌日が属する月以後３ヵ月間に受けた報酬に基づき

算出した標準報酬月額が、休業前の標準報酬月額との間に（ イ ）以上の差が生じた場合は、

育児休業等終了時改定を申し出ることができる。 

・ 協会けんぽの任意継続被保険者の標準報酬月額は、以下の①と②のいずれか（ ウ ）額とさ

れる。 

① 前年（１月から３月までの標準報酬月額については、前々年）の９月３０日時点における協

会けんぽの全被保険者の同月の標準報酬月額の平均額を標準報酬月額の基礎となる報酬月額

とみなしたときの標準報酬月額 

② 資格喪失時の標準報酬月額 

 

１．（ア）８月 （イ）１等級 （ウ）少ない 

２．（ア）８月 （イ）２等級 （ウ）多い 

３．（ア）９月 （イ）１等級 （ウ）多い 

４．（ア）９月 （イ）２等級 （ウ）少ない 
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（問題３１） 
 

（設問Ｂ）協会けんぽの被保険者である横川さんは、私傷病により労務不能となり、２０２４年１０月

１日から１０月２１日まで連続２１日間休業した。１０月２２日より職場に復帰したが、同

一の傷病により再度労務不能となり、２０２４年１１月１日から１１月１５日まで連続１５

日間休業した。以下の＜資料＞に基づき、横川さんが受け取ることができる傷病手当金の合

計額として、正しいものはどれか。なお、横川さんは傷病手当金の支給要件はすべて満たし

ているものとし、休業期間中の報酬は支払われないものとする。 

 

＜資料＞ 
 

［横川さんの標準報酬月額等の状況］ 

 

 

［傷病手当金の１日当たりの額の計算式（円未満四捨五入）］ 

支給開始月以前の直近の継続した１２ヵ月間の各月の標準報酬月額の平均額×
１

 ３０ 
×

２

 ３ 
 

 
 

 

１．１７７,８１０円 

２．１９１,８２９円 

３．１９５,５５８円 

４．１９５,５９１円 

 

  

被保険者 

資格取得 

▲ 
休業開始 

▲ 

▼ 

２０２３年 

４月１日 
▼ 

２０２４年 

１０月１日 
▼ 

２０２４年 

９月１日 

標準報酬月額 

２８万円 

標準報酬月額 
３０万円 

▼ 

２０２４年 

４月１日 

標準報酬月額 

２４万円 

１０円未満四捨五入 
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（問題３２） 
 

（設問Ｃ）協会けんぽの給付等に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．療養費は、被保険者が海外赴任中にやむを得ず現地の医療機関で療養を受けた場合、日本国

内で保険診療として認められている医療行為であれば、支給を受けることができる。 

２．家族療養費は、被保険者の家族（被扶養者）ではなく、被保険者本人に支給されるものであ

るため、被保険者が死亡した場合は、その翌日以後の療養については支給されない。 

３．家族埋葬料は、被扶養者が死亡した場合、被保険者に対して一律５万円が支給される。 

４．出産育児一時金は、被保険者の資格を喪失した日の前日まで被保険者であった期間が継続し

て１年以上あり、出産予定日が資格喪失日から６ヵ月以内であれば、出産日が資格喪失日か

ら６ヵ月経過後であっても支給を受けることができる。 

 

（問題３３） 
 

（設問Ｄ）協会けんぽの被保険者の退職後の公的医療保険の選択に関する次の記述のうち、最も不適切

なものはどれか。 

 

１．任意継続被保険者となる場合は、退職日の翌日から２０日以内に届出を行わなければならない。 

２．国民健康保険の被保険者となる場合は、世帯主が、住所を有する市町村に対して、退職日の

翌日から１ヵ月以内に届出を行わなければならない。 

３．配偶者（協会けんぽの被保険者）の被扶養者となる場合は、退職日の翌日から５日以内に、

配偶者が勤務先の事業主を経由して被扶養者の届出を行わなければならない。 

４．任意継続被保険者となった場合は、国民健康保険に加入するという理由で任意継続被保険者

の資格を喪失することができる。 
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ライフプランニング・リタイアメントプランニング 2024年度第2回 

38 ＮＰＯ法人日本ＦＰ協会 無断複製転載禁止 ライフプランニング・リタイアメントプランニング 

問８ 

 公的年金制度の仕組みや受給額等に関する以下の設問Ａ～Ｈについて、それぞれの答えを１～４の中

から１つ選んでください。なお、解答に当たっては、以下の計算式等を使用してください。また、年金

額の計算に当たっては、計算過程、解答ともに円未満を四捨五入してください。以下、厚生年金保険を

「厚生年金」とします。 

 

［第１号厚生年金被保険者期間に基づく老齢厚生年金の支給開始年齢（一部抜粋）］ 

生年月日 
男子 女子 

定額部分 報酬比例部分 定額部分 報酬比例部分 

昭３１.４.２～昭３２.４.１ － ６２歳 － ６０歳 
昭３２.４.２～昭３３.４.１ － ６３歳 － 〃 
昭３３.４.２～昭３４.４.１ － 〃 － ６１歳 
昭３４.４.２～昭３５.４.１ － ６４歳 － 〃 
昭３５.４.２～昭３６.４.１ － 〃 － ６２歳 
昭３６.４.２～昭３７.４.１ － （６５歳） － 〃 
昭３７.４.２～昭３８.４.１ － 〃 － ６３歳 
昭３８.４.２～昭３９.４.１ － 〃 － 〃 
昭３９.４.２～昭４０.４.１ － 〃 － ６４歳 
昭４０.４.２～昭４１.４.１ － 〃 － 〃 

昭４１.４.２以降 － 〃 － （６５歳） 
 

［特別支給の老齢厚生年金の計算式］ 

（１）定額部分：１,７０１円×被保険者期間の月数（上限４８０月） 

（２）報酬比例部分：（ア）＋（イ） 

（ア）２００３（平成１５）年３月以前の被保険者期間分 

平均標準報酬月額 × 
 ７.１２５ 

１０００
 × 

２００３（平成１５）年３月以前の

被保険者期間の月数
 

（イ）２００３（平成１５）年４月以後の被保険者期間分 

平均標準報酬額 × 
 ５.４８１ 

１０００
 × 

２００３（平成１５）年４月以後の

被保険者期間の月数
 

［経過的加算の額の計算式］ 

定額部分相当額－８１６,０００円×
 ２０歳以上６０歳未満の間の厚生年金被保険者期間の月数 

４８０月
 

 

［老齢厚生年金の配偶者加給年金額］ ４０８,１００円 

［老齢基礎年金の満額］ ８１６,０００円 

［老齢基礎年金の振替加算額（一部抜粋）］ 

受給権者の生年月日 振替加算額 

１９６０（昭和３５）年４月２日～１９６１（昭和３６）年４月１日 ２１,８３６円 

１９６１（昭和３６）年４月２日～１９６６（昭和４１）年４月１日 １５,７３２円 
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（問題３４） 
 

（設問Ａ）会社員の若杉久志さんが６５歳に達する日に会社を退職する場合、以下の＜資料＞に基づき、

久志さんが６５歳時点において受け取ることができる老齢給付の額として、正しいものはど

れか。 

 

＜資料＞ 
 

［若杉さん夫婦のデータ］ 

氏名 続柄 備考 

若杉 久志 本人 

・ １９６３（昭和３８）年３月２７日生まれ（６１歳） 

・ １９８１（昭和５６）年４月にＲＪ社に入社（厚生年金加入）し、

６５歳に達する日まで厚生年金に加入して働く予定である。 

若杉 弘子 妻 

・ １９６８（昭和４３）年８月４日生まれ（５６歳） 

・ 厚生年金に加入したことはない。 

・ １９８９（平成元）年４月に久志さんと結婚し、その後は国民年金

の第３号被保険者である。 

・ 結婚前に国民年金保険料を納付したことはない。 

・ 久志さんに生計維持されており、今後も変わらないものとする。 

 

［久志さんの厚生年金加入歴等］ 

 

※久志さんおよび弘子さんは障害の状態にない。 

 

１．２,３０３,３６２円 

２．２,７１０,９８２円 

３．２,７１１,４６２円 

４．２,８５２,６４５円 

 

  

 

▼ 

６０歳 
▲ 

退職 
▲ 

２００３年 
（平成１５年） 

４月 

▼ 

 

被保険者期間 

２６４月 

平均標準報酬月額 

３２万円 

被保険者期間 

２３９月 

１９８１年 
(昭和５６年) 

４月 

被保険者期間 

６０月 

入社 
▲ 

平均標準報酬額５４万円 
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（問題３５） 
 

（設問Ｂ）以下の＜資料＞に基づき、五十嵐瑞希さんが６５歳時点において受け取ることができる老齢

基礎年金の額として、正しいものはどれか。 

 

＜資料＞ 
 

［瑞希さんのデータ］ 

・ １９６３（昭和３８）年１２月１９日生まれ（６０歳） 

・ ２０歳に達した月から１９８６（昭和６１）年３月までは大学生であり、国民年金に任意加

入しなかった。 

・ １９８６（昭和６１）年４月から１９９３（平成５）年３月まで会社員として一般企業に勤

め、厚生年金に加入していた。 

・ １９９３（平成５）年４月に結婚し専業主婦となったが、２０１５（平成２７）年４月に離

婚した。今後、結婚はしないものとする。 

・ ６０歳到達以降、国民年金に任意加入しておらず、今後も任意加入する予定はない。 

・ 保険料免除期間について保険料は追納しておらず、今後追納する予定もない。 

 

［瑞希さんの公的年金加入歴等］ 

 

［保険料免除期間の老齢基礎年金額への反映割合］ 

半額免除期間：免除月数×３／４ 

全額免除期間：免除月数×１／２ 

 

１．４４０,３００円 

２．５２１,９００円 

３．６６４,７００円 

４．６８８,５００円 

  

▲ 
２０歳 

１９８６年 

(昭和61年) 

４月 
▼ 

１９８３年 

(昭和58年) 

１２月 
▼ 

２０１５年 

(平成27年) 

  ４月 
▼ 

保険料 
全額 

免除期間 
３２月 

国民年金 

未加入 

２８月 

国民年金 

第１号被保険者 

保険料 
半額 

免除期間 
３６月 

▼ 

１９９３年 

(平成5年) 

  ４月 

厚生年金 

被保険者 

８４月 

国民年金 

第３号被保険者 

２６４月 
保険料 
未納期間 
３６月 

▲ 
６０歳 
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（問題３６） 
 

（設問Ｃ）羽田さん夫婦は、老齢年金の受給開始時期を検討している。以下の＜資料＞に基づく老齢年

金の繰上げ受給、繰下げ受給に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

＜資料＞ 
 

［羽田さん夫婦のデータ］ 

氏名 続柄 備考 

羽田 通明 夫 

・ １９６３（昭和３８）年７月２６日生まれ（６１歳） 

・ １９８６（昭和６１）年４月にＲＳ株式会社に入社（厚生年金加

入）し、７０歳の誕生月の末日まで継続して働く予定である。 

羽田 奈央 妻 

・ １９６５（昭和４０）年１０月５日生まれ（５９歳） 

・ １９８８（昭和６３）年４月にＲＫ株式会社に入社（厚生年金加

入）し、４０歳の誕生月の末日まで継続して働いた。 

・ 振替加算の対象者である。 

※羽田さん夫婦に子はいない。 

※羽田さん夫婦は障害の状態にない。 

 

１．通明さんが７０歳到達時に老齢厚生年金の繰下げ受給の申出をする場合、在職老齢年金制度

により支給停止される額は増額の対象とならない。 

２．通明さんが、老齢厚生年金の繰上げ受給の請求または繰下げ受給の申出をする場合、同時に

老齢基礎年金についても繰上げ受給の請求または繰下げ受給の申出をしなければならない。 

３．奈央さんが６０歳到達時に老齢基礎年金の繰上げ受給を請求した場合、その後、本来の老齢

基礎年金の額が満額になるまで、国民年金に任意加入することができる。 

４．奈央さんが老齢基礎年金の繰上げ受給の請求または繰下げ受給の申出をする場合、振替加算

額は、繰上げ受給により減額または繰下げ受給により増額され、老齢基礎年金の支給開始時

から加算される。 
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（問題３７） 
 

（設問Ｄ）ＲＸ株式会社に勤務している近藤義人さんは、事故によって障害の状態となり、現在障害年

金を受給している。以下の＜資料＞に基づき、義人さんが現在受給している障害基礎年金と

障害厚生年金の額の組み合わせとして、正しいものはどれか。 

 

＜資料＞ 
 

［義人さんのデータ］ 

・ １９７８（昭和５３）年１月７日生まれ（４６歳） 

・ 障害等級は１級である。 

・ 妻（４６歳）、長女（１９歳）、長男（１６歳）および二男（１２歳）と同居しており、いず

れも義人さんに生計を維持されている。 

・ 妻、長男および二男は障害の状態にないが、長女は先天性疾患により障害等級２級に該当す

る障害の状態にある。 

 

［義人さんの厚生年金加入歴等］ 

 
 

［障害厚生年金（２級）の年金額の計算式］ 

報酬比例部分の年金額＝①＋② 

① ２００３（平成１５）年３月以前の被保険者期間分 

平均標準報酬月額 × 
 ７.１２５ 

１０００
 × 

２００３（平成１５）年３月以前の

被保険者期間の月数
 

② ２００３（平成１５）年４月以後の被保険者期間分 

平均標準報酬額 × 
 ５.４８１ 

１０００
 × 

２００３（平成１５）年４月以後の

被保険者期間の月数
 

※被保険者期間が３００月未満の場合は、３００月とみなして計算する。 

 

［配偶者の加給年金額］ ２３４,８００円 

［障害基礎年金（２級）の年金額］ ８１６,０００円 

［障害基礎年金の子の加算額］ 

第１子、第２子 １人当たり ２３４,８００円 

第３子以降   １人当たり  ７８,３００円 

  

被保険者期間 ２５２月 

平均標準報酬額 ４５万円 

▼ 
２００３（平成１５）年４月 

被保険者期間 ３６月 

平均標準報酬月額 ２４万円 

▲ 
入社 初診日 

▲ 
障害認定日 

▲ 
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１．障害基礎年金 １,４８９,６００円  障害厚生年金 １,０８８,６８２円 

２．障害基礎年金 １,４８９,６００円  障害厚生年金 １,１２４,２６０円 

３．障害基礎年金 １,５６７,９００円  障害厚生年金 １,０８８,６８２円 

４．障害基礎年金 １,５６７,９００円  障害厚生年金 １,１２４,２６０円 
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（問題３８） 
 

（設問Ｅ）ＱＤ株式会社に勤務していた橋口正則さんは、２０２４年７月１５日に病気のため死亡した。

以下の＜資料＞に基づき、正則さんが死亡した時点で、妻の明美さんに支給される公的年金

の遺族給付の額として、正しいものはどれか。なお、保険料納付要件および生計維持要件は

満たしているものとする。 

 

＜資料＞ 
 

［橋口家のデータ］ 

氏名 続柄 備考 

橋口 明美 
本人

（妻） 

・ １９７６（昭和５１）年５月１０日生まれ（４８歳） 

・ ２７歳の時に正則さんと結婚し、以後就労していない。 

橋口 正則 夫 

・ １９７５（昭和５０）年４月２０日生まれ（死亡当時４９歳） 

・ 大学院を修了後２４歳から死亡するまでＱＤ社に勤務（厚生年金加

入）していた。 

橋口 典子 長女 
・ ２００５（平成１７）年６月１８日生まれ（１９歳・大学生） 

・ アルバイトによる前年の年間収入は５０万円である。 

橋口 和希 長男 ・ ２００８（平成２０）年６月３日生まれ（１６歳・高校生） 

※橋口さん家族は同一世帯であり、いずれも障害の状態にない。 

 

［正則さんの厚生年金加入歴等］ 

 
 

［遺族厚生年金額の計算式］ 

（①＋②）×３／４ 

① ２００３（平成１５）年３月以前の被保険者期間分 

平均標準報酬月額 × 
 ７.１２５ 

１０００
× 

２００３（平成１５）年３月以前の

被保険者期間の月数
 

② ２００３（平成１５）年４月以後の被保険者期間分 

平均標準報酬額 × 
 ５.４８１ 

１０００
 × 

２００３（平成１５）年４月以後の

被保険者期間の月数
 

※短期要件に基づく遺族厚生年金の額は、被保険者期間が３００月未満の場合は、３００月とみ

なして計算する。 

  

▼ 

死亡 
▲ 

被保険者期間 ３６月 
平均標準報酬月額 ２２万円 

２０００年 
（平成１２年） 

４月 

入社 
▲ 

２００３年 
（平成１５年） 

４月 
▼ 

被保険者期間 ２５５月 
平均標準報酬額 ４８万円 
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［中高齢寡婦加算の額］ ６１２,０００円 

［遺族基礎年金の額］ ８１６,０００円 

［子の加算額］ 第１子、第２子 １人当たり ２３４,８００円 

第３子以降   １人当たり  ７８,３００円 

 

１．１,５９６,２７８円 

２．１,６１３,１４９円 

３．１,８００,５９８円 

４．２,２２５,１４９円 

 

（問題３９） 
 

（設問Ｆ）個人事業主である木内典晃さんは、２０２４年９月１８日に病気のため死亡した。以下の

＜資料＞に基づき、典晃さんの死亡により妻の亜弓さんが受け取ることができる国民年金の

遺族給付に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。なお、典晃さんの死亡時点で、

典晃さん、亜弓さんとも繰上げ請求の老齢基礎年金は受給していないものとする。 

 

＜資料＞ 
 

［木内家のデータ］ 

氏名 続柄 備考 

木内 亜弓 
本人 

（妻） 

・ １９６３（昭和３８）年４月７日生まれ（６１歳） 

・ ２２歳から１４年間厚生年金に加入していたが、３６歳の時に典晃さ

んと結婚してからは国民年金の第１号被保険者として、６０歳に達す

るまでの間、国民年金保険料および付加保険料を継続して納付した。 

木内 典晃 夫 

・ １９６３（昭和３８）年１月１７日生まれ（死亡当時６１歳） 

・ ２０歳から６０歳に達するまでの間、国民年金の第１号被保険者とし

て、国民年金保険料および付加保険料を継続して納付した。 

・ 厚生年金の加入歴はない。 

・ 障害基礎年金の支給を受けたことはない。 

木内 美鈴 長女 

・ ２００２（平成１４）年８月２５日生まれ（２２歳・大学生） 

・ ２０歳から国民年金の第１号被保険者となり、以後継続して学生納付

特例の適用を受けている。 

※亜弓さんと美鈴さんは典晃さんに生計を維持されていた。 

 

１．亜弓さんが寡婦年金を受給することを選択した場合、その受給期間は、原則として典晃さん

が死亡した日の属する月の翌月から５年間である。 

２．亜弓さんが寡婦年金を受給している時に特別支給の老齢厚生年金を請求した場合、寡婦年金

と併せて特別支給の老齢厚生年金を受給できる。 

３．亜弓さんが死亡一時金の請求を行わず、寡婦年金を受給する場合、死亡一時金の受給権は次

順位の遺族に当たる美鈴さんに移る。 

４．亜弓さんが死亡一時金を受給する場合、典晃さんが付加保険料を３年以上納付しているため、

死亡一時金に８,５００円が加算される。  
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（問題４０） 
 

（設問Ｇ）離婚した夫婦間における厚生年金の年金分割制度には、合意分割と３号分割がある。年金分

割制度に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．合意分割については、夫婦の協議により按分割合について合意できない場合、当事者双方の

申立てがあるときに限り、家庭裁判所が按分割合を定めることができる。 

２．事実婚関係を解消し、一定の条件に該当した場合に合意分割の請求をすることができるのは、

当事者の一方が国民年金第３号被保険者であった場合に限られる。 

３．３号分割によるみなし被保険者期間は、老齢年金の受給資格期間に算入されない。 

４．３号分割における標準報酬の改定および決定の請求は、原則として離婚が成立した日等の翌

日から起算して２年以内に行う必要がある。 

 

（問題４１） 
 

（設問Ｈ）日本年金機構から郵送されるねんきん定期便に関する次の記述のうち、最も不適切なものは

どれか。 

 

１．ねんきん定期便は、毎年の誕生月（１日生まれの人には誕生月の前月）にはがきで届くが、

節目年齢と位置付けられる４０歳、５０歳、５９歳の年は封書で届く。 

２．ねんきん定期便は、直近１年間に被保険者期間がある公的年金受給者に対しても送付される。 

３．５０歳未満の人に届くねんきん定期便には、６０歳まで継続して加入した場合の年金見込額

は表示されず、これまでの加入実績に応じた年金額が表示される。 

４．加給年金額の加算要件を満たしている場合でも、ねんきん定期便の「老齢年金の見込額」に

加給年金額は反映されない。 
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問９ 

 企業年金や退職金等に関する以下の設問Ａ～Ｅについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選ん

でください。 

 

（問題４２） 
 

（設問Ａ）企業型確定拠出年金（以下「企業型」という）に関する次の記述のうち、最も適切なものは

どれか。 

 

１．企業型の老齢給付金の受給権を有する人も、企業型の加入者となることができる。 

２．企業型の拠出限度額は、他の企業年金制度の加入者である場合は、年額６６万円（月額

５５,０００円）である。 

３．設立要件や必要な手続きを簡素化した簡易企業型年金を導入することができるのは、実施す

る企業型の加入者資格を有する従業員が３００人以下の事業所に限られる。 

４．マッチング拠出を行う場合、事業主掛金の額を超えて加入者掛金を拠出することができる。 

 

（問題４３） 
 

（設問Ｂ）個人型確定拠出年金（以下「ｉＤｅＣｏ」という）および中小事業主掛金納付制度（以下

「ｉＤｅＣｏ＋」という）に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．国民年金の第１号被保険者で保険料の納付を免除されている人はｉＤｅＣｏの加入者になる

ことができないが、産前産後期間の保険料の納付を免除されている人はｉＤｅＣｏの加入者

になることができる。 

２．ｉＤｅＣｏの掛金額は月額５,０００円を下限として、拠出限度額の範囲内において１,０００

円単位で設定することができる。 

３．ｉＤｅＣｏ＋は、従業員が加入するｉＤｅＣｏに事業主が追加で掛金を拠出する制度で、拠

出限度額を超えない範囲で事業主掛金が加入者掛金を上回ることができる。 

４．ｉＤｅＣｏ＋を実施できるのは、企業型確定拠出年金、確定給付企業年金および厚生年金基

金を実施していない事業主であって、その使用する第１号厚生年金被保険者である従業員が

１００人以下の事業主に限られる。 
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（問題４４） 
 

（設問Ｃ）自営業者の吉田さん（３５歳８ヵ月）は、国民年金基金への加入を検討している。吉田さん

が現時点で以下の＜資料＞のとおり国民年金基金に加入した場合、６５歳時点で受給するこ

とができる年金額（年額）として、正しいものはどれか。なお、受給年金額（年額）は百円

未満を四捨五入すること。 

 

＜資料＞ 
 

［給付の型と加入口数］ 

給付の型 加入口数 受給年金月額（１口当たり） 給付の内容 

１口目 Ａ型 １口 １５,０００円 ６５歳～終身 １５年保証期間付 

２口目以降 
Ａ型 １口 ５,０００円 ６５歳～終身 １５年保証期間付 

Ⅰ型 １口 ５,０００円 ６５歳～８０歳 １５年確定年金 

 

［加算額の計算］ 

５０歳未満の人が誕生月以外の月に加入した場合、次年齢に達するまでの月数に応じて年金額に

加算額が加算される。 

加算額（年額）＝単位加算額×加算月数×加入口数 

※加算月数は、加入の翌月から次年齢に達する月までの月数 

加入時年齢 
単位加算額 

１口目の年金 ２口目以降の年金 

３５歳 １口 ７４４円 １口 ２４８円 

３６歳 １口 ７７１円 １口 ２５７円 

 

１．３０４,０００円 

２．３０５,０００円 

３．３０５,１００円 

４．３０９,９００円 
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（問題４５） 
 

（設問Ｄ）中小法人の役員である杉野さん（６１歳）は、老後の生活資金作りのため、小規模企業共済

制度へ加入中である。以下の＜資料＞に基づき、杉野さんが７０歳で役員を退任した場合に

受け取ることができる基本共済金（以下「共済金」という）の額として、正しいものはどれか。 

 

＜資料＞ 
 

［杉野さんの加入内容等］ 

・ ４５歳から７０歳になるまで２５年間加入 

・ ７０歳で役員を退任し、共済金を一括で受け取る 

・ 掛金月額の推移 ４５歳加入時：２０,０００円 

５５歳から ：４０,０００円（２０,０００円増額） 

６０歳から ：５０,０００円（１０,０００円増額） 

 

［共済金に関する事項］ 

共済金の額は、請求事由、掛金月額、掛金納付月数によって決まる 

共済金Ａ：法人役員については、法人が解散したとき 

共済金Ｂ：法人役員については、疾病、負傷により退任したとき、６５歳以上で退任したとき、

死亡したとき、１８０月以上掛金を払い込んだ者が６５歳以上になったとき 

 

［掛金１口（５００円）当たりの共済金の額］ 

掛金納付月数 共済金Ａ 共済金Ｂ 

 ６０月  ３１,０７０円  ３０,７３０円 

１２０月  ６４,５３０円  ６３,０４０円 

１８０月 １００,５５０円  ９７,０２０円 

２４０月 １３９,３２０円 １３２,９４０円 

３００月 １８１,０１０円 １７０,７６０円 

 

１．１２,５５３,０００円 

２．１１,９７２,０００円 

３．１１,５１９,８００円 

４．１１,２８４,０００円 
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（問題４６） 
 

（設問Ｅ）小原さんは、ＰＹ株式会社に勤務し、２０２０年４月からは取締役を兼任し、その後取締役

専任となり、２０２４年１１月に退職して、従業員期間と役員期間を合わせた退職一時金が

支給される予定である。以下の＜資料＞に基づく小原さんの２０２４年分の所得税に係る退

職所得の金額として、正しいものはどれか。なお、このほかに退職所得はない。 

 

＜資料＞ 

 

 

［小原さんが受け取る退職一時金の額］ 

従業員期間分：１,２００万円 役員期間分：５００万円 

 

［退職所得金額の算出方法］ 

退職所得金額＝（特定役員退職手当等の収入金額－特定役員退職所得控除額）＋ 

（一般退職手当等の収入金額－一般退職所得控除額）×１／２ 

特定役員退職所得控除額：①と②の金額の合計額 

① ４０万円×（特定役員等勤続年数－重複勤続年数） 

② ２０万円×重複勤続年数 

一般退職所得控除額：③または④の金額から特定役員退職所得控除額を控除した残額 

③ 勤続年数が２０年以下の場合：４０万円×勤続年数 

④ 勤続年数が２０年を超える場合：８００万円＋７０万円×（勤続年数－２０年） 

※各勤続年数の１年未満の端数は、それぞれ１年に切り上げる。 

 

１．  ５７０万円 

２．  ７５０万円 

３．  ７８０万円 

４．１,１４０万円  

［小原さんのＰＹ社における勤続期間等］ 

▲ 

２０２０年４月１日 

取締役を兼任 

２０２２年９月３０日 

使用人の地位喪失 

▼ 

従業員期間（１１年６ヵ月） 

２０１１年４月１日 

入社 

▼ 

勤続期間（１３年８ヵ月） 

▲ 

２０２４年１１月３０日 

退職 

役員期間（４年８ヵ月） 
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問１０ 

 中小法人の資金計画に関する以下の設問Ａについて、答えを１～４の中から１つ選んでください。 

 

（問題４７） 
 

（設問Ａ）中小企業者を対象とした信用保証協会の信用保証制度に関する次の記述のうち、最も不適切

なものはどれか。 

 

１．会社および個人事業主のいずれも、業種ごとに定められた常時使用する従業員数の要件を満

たせば、一定の業種を除き、信用保証制度を利用できる中小企業者に該当する。 

２．中小企業等協同組合の場合、組合の構成員の３分の２以上が信用保証協会の保証対象業種の

事業を営んでいれば、信用保証制度を利用できる中小企業者に該当する。 

３．一般保証における中小企業者１企業に対する保証限度額は、普通保険の限度額５億円、無担

保保険の限度額８,０００万円を合わせた５億８,０００万円である。 

４．中小企業者が信用保証協会の保証を受けて金融機関から融資を受ける場合、金融機関に支払

う利息とは別に、信用保証協会に対して信用保証料を支払わなければならない。 
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問１１ 

 ＣＦＰ認定者にとって、リタイアメントプランニングに関する情報に関心をもち、情報収集してお

くことは大切です。以下の設問Ａ～Ｃについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。 

 

（問題４８） 
 

（設問Ａ）成年後見制度および民法の委任契約の規定に基づく死後事務委任契約に関する次の記述のう

ち、最も適切なものはどれか。 

 

１．成年後見制度では、成年後見人は、家庭裁判所の許可を得ることなく、成年被後見人が居住

している賃貸物件の賃貸借契約を解除することができる。 

２．成年後見制度では、家庭裁判所から指定された医師が、鑑定によって成年被後見人の能力が

回復したことを認めた時点で、成年後見は終了する。 

３．死後事務委任契約では、任意後見契約を締結している場合でも、任意後見人以外の者を死後

事務委任契約の受任者とすることができる。 

４．死後事務委任契約では、委任者本人と受任者との間で公正証書による契約が義務付けられて

いる。 

 

  



 
ライフプランニング・リタイアメントプランニング 2024年度第2回 

54 ＮＰＯ法人日本ＦＰ協会 無断複製転載禁止 ライフプランニング・リタイアメントプランニング 

（問題４９） 
 

（設問Ｂ）北村満彦さんは、公証役場に出向き、以下の＜条件＞に基づいて、公正証書遺言１通を作成

する予定である。＜公正証書作成手数料の表＞に基づいて計算した手数料の合計額として、

正しいものはどれか。なお、公正証書の枚数による手数料の加算は考慮しないものとする。 

 

＜条件＞ 
 

・ 満彦さんの推定相続人は、妻、長男および二男である。 

・ 満彦さんの所有財産は下表のとおりであり、現金の合計額は１１,２００万円である。 

・ 宅地、建物の評価額および取得予定者は下表のとおりである。 

・ 妻、長男および二男が取得する財産の相続税評価額が法定相続分と同じになるように現金を分

割する。 

・ 祭祀主宰者は長男と指定する。 

 

［遺産分割とその価額］ 

取得予定者 財産 
固定資産税評価証明書を 

基にした評価額 
相続税評価額 

妻 

甲宅地上の建物 １,６００万円 １,６００万円 

乙宅地上の建物 １,２００万円 １,２００万円 

現金 － ＊＊＊＊万円 

長男 
甲宅地 ３,２７０万円 ３,６００万円 

現金 － ＊＊＊＊万円 

二男 
乙宅地 ２,３６０万円 ２,６００万円 

現金 － ＊＊＊＊万円 

合計 － ２０,２００万円 

※問題作成の都合上、表の一部を「＊＊＊＊」にしてある。 
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＜公正証書作成手数料の表＞ 

目的の価額 手数料 

１００万円以下 ５,０００円 

１００万円を超え２００万円以下 ７,０００円 

２００万円を超え５００万円以下 １１,０００円 

５００万円を超え１,０００万円以下 １７,０００円 

１,０００万円を超え３,０００万円以下 ２３,０００円 

３,０００万円を超え５,０００万円以下 ２９,０００円 

５,０００万円を超え１億円以下 ４３,０００円 

１億円を超え３億円以下 
４３,０００円に超過額５,０００万円までご

とに１３,０００円を加算した額 

３億円を超え１０億円以下 
９５,０００円に超過額５,０００万円までご

とに１１,０００円を加算した額 

１０億円を超える場合 
２４９,０００円に超過額５,０００万円まで

ごとに８,０００円を加算した額 

※宅地および建物に係る目的の価額は、固定資産税評価証明書を基にした評価額によるものとする。 

※推定相続人ごとに目的の価額を算出してそれぞれの手数料を算定し、その合計額が公正証書作成手数

料の額となる。 

※遺言加算：１通の公正証書遺言における目的の価額の合計額が１億円を超えないときは、１１,０００円

を加算する。 

※祭祀主宰者が指定されている場合は、手数料に別途１１,０００円を加算する。 

 

１． ８２,０００円 

２．１２５,０００円 

３．１２８,０００円 

４．１４７,０００円 

 

（問題５０） 
 

（設問Ｃ）高齢者の居住の安定確保に関する法律（高齢者住まい法）に基づくサービス付き高齢者向け

住宅に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．入居者本人の要件は、要介護認定または要支援認定を受けている６０歳以上の人とされてお

り、６０歳未満の人は入居できない。 

２．各居住部分の床面積は、２５ｍ2以上（居間、食堂、台所その他の住宅の部分が共同利用す

るために十分な面積を有する場合は１８ｍ2以上）とされている。 

３．事業者は、契約において前払金の算定の基礎、返還債務の金額の算定方法を明示している場

合、入居者から家賃やサービスの対価を前払金で受け取ることができる。 

４．事業者は、状況把握（安否確認）サービスおよび生活相談サービスを提供しなければならな

いが、食事や介護サービスの提供は任意とされている。 

 




